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〔第一問〕－25点－ 

設問１ 

Ａ社は、×１年６月の株主総会で従業員150名に対してストック・オプション（新株予約権）を

付与することを決議し、同年７月１日に付与した。以下の【資料】に基づいて、次の問１から問

４に答えなさい。なお、会計期間は４月１日から３月31日の１年間である。 

問１ ×２年度の決算整理後残高試算表における新株予約権及び株式報酬費用の金額を計算しな

さい。 

問２ ×３年度の決算整理後残高試算表における新株予約権及び株式報酬費用の金額を計算しな

さい。 

問３ ×５年度において12名が同時に権利行使を行い、新株を発行した。権利行使時の仕訳を示

しなさい。 

問４ ×５年度の決算整理後残高試算表に計上される新株予約権戻入益の金額を計算しなさい。 

 

【資料１】条件 

① ストック・オプション数：従業員１名当たり160個（１個当たり１株割当） 

② ストック・オプションの行使により得られる株式数：合計24,000株 

③ ストック・オプションの行使時の１株当たりの払込金額：30千円 

④ 権利確定のための条件：×１年７月１日から×３年６月30日まで在籍すること。 

⑤ 権利確定日：×３年６月30日 

⑥ 権利行使期間：×３年７月１日から×５年６月30日 

⑦ 付与日におけるストック・オプションの公正な評価額：１個当たり６千円 

⑧ 新株を交付する場合の資本金組入額：会社法規定の最低限度額 

⑨ 付与されたストック・オプションは他者に譲渡できない。 

 

【資料２】各時点における×３年６月末までに退職すると見込まれる失効見込者数 

×１年７月１日（付与時） ９名 

×２年３月31日 ９名 

×３年３月31日 ９名 

 

【資料３】各年度ごとのストック・オプション数の実績 

 未行使数(残数) 失効分(累計) 行使分(累計) 適    用 

付 与 時 24,000 ─── ───  

×１年度 23,360 640 ─── 退職者４名 

×２年度 22,880 1,120 ─── 退職者３名 

×３年度 16,000 1,600 6,400 
×３年４月から６月の

退職者３名。行使40名 

×４年度 3,200 1,600 19,200 行使80名 

×５年度 ─── 2,880 21,120 行使12名、失効８名 
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３ 有形固定資産に関する事項 

  償却計算に関する残存価額は、建物は取得原価の10％とし、構築物、車両及び備品はゼロとす

る。なお、前期までの償却計算は正しく行われている。 
 

 取 得 原 価 償却方法 耐用年数 取 得 年 月 日 

建物 (    )千円 定額法 40年 ｘ17年４月１日 

車両 144,000千円 定額法 ５年 ｘ23年４月１日 

備品  80,000千円 定額法 ５年 ｘ25年10月１日 

（注）上表に記載される取得原価はいずれも当期首時点のものである。 
 

(1) ｘ26年９月30日に保有するすべての車両（適正評価額：40,000千円）を40,000千円で下取り

に出し、新車を購入した。その際、当社では追加支払額を全額車両勘定に計上している。なお、

新車両は取得の翌日から使用を開始しており、減価償却は旧車両と同様に取り扱うこととする。 

(2) ｘ26年10月１日に取得原価16,000千円の備品を取得している。なお、当該備品の減価償却方

法は既存の備品の方法と同様に取り扱うこととする。 

(3) 決算整理前残高試算表の建設仮勘定は、ｘ27年２月１日に完成・引渡しを受けた構築物の建

設代金であるが、振替処理が未記帳であった。なお、当該構築物の耐用年数は20年、償却方法

は定額法とする。 

 

４ 有価証券に関する事項 

前期末及び当期末ともに下記のほかに有価証券を保有しておらず、Ｄ社債以外はすべてその他

有価証券に分類されるものである。なお、その他有価証券については、評価差額を全部純資産直

入法（税効果会計を適用する。）により処理し、時価あるいは実質価額が取得原価の50％以上下落

しているときは、取得原価まで回復する見込みがあると認められないため減損処理を行う。この

際の減損処理額は、税務上その全額が損金として認められるものとする（税効果会計を適用しな

い。）。 
 

 

前 期 末 当 期 末 

評価前 

帳簿価額 
持株(口)数 

１株(口)当たり時 

価または実質価額 
持株(口)数 

１株(口)当たり時 

価または実質価額 

Ａ株式 21,000千円  6,000株 3,200円  6,000株 3,250円 

Ｂ株式 36,720千円 24,000株 1,500円 24,000株 1,550円 

Ｃ株式 30,000千円  2,000株 8,400円  2,000株 7,200円 

Ｄ社債 (   )千円 1,000口 9,200円 1,000口 8,900円 
 

(1) Ａ株式、Ｃ株式及びＤ社債は時価があるが、Ｂ株式には時価がない。 

(2) Ｄ社債は満期保有目的の債券に分類しており、１口当たり9,400円で取得したものである。債

券金額は１口当たり10,000円、満期日はｘ30年１月31日、クーポン利子率は年1.2％、利払日は

毎年７月末と１月末の年２回である。なお、取得価額と債券総額との差額はすべて金利調整差

額と認められ、償却原価の計算は定額法により行っている。また、クーポン利息の受け取りに

ついては、全額雑収入勘定に計上している。 
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問２ 当社（当期はⅹ26年４月１日からⅹ27年３月31日までである。）は退職一時金制度及び企業

年金制度を採用している。以下の【資料】に基づいて、設問１及び設問２に答えなさい。な

お、当社は、退職一時金制度と企業年金制度を区分して計算している。 

 

設問１ 決算整理後残高試算表（一部）の①及び②に入る金額を答えなさい。 

設問２ 各制度より生ずる当期発生数理計算上の差異の金額を答えなさい。また、損失・利

得のいずれかを選択し、○を付すこと。 

 

【資料１】期首試算表（一部） 

 

 期首試算表（一部） （単位：千円） 

 前 払 年 金 費 用     6,200   退 職 給 付 引 当 金    37,000  

 

【資料２】当期首の状況 

 割引率 長期期待運用収益率 退職給付債務 年金資産の評価額 

退職一時金制度 ３％ ──  38,000千円 ──  

企業 年金制度 ３％ ２％ 58,000千円 63,000千円 

（注) 一時金制度及び企業年金制度において未認識数理計算上の差異が発生している。 

なお、数理計算上の差異は発生年度の翌年度より定率法（0.2）で費用処理する。 

 

【資料３】その他の事項 

 勤 務 費 用 一時金支給 年 金 支 給 年金掛金拠出額 

退職一時金制度 4,600千円 1,100千円 ──  ──  

企業 年金制度 7,260千円 ──  2,000千円 1,740千円 

 

 

【資料４】当期末の実際額の状況 

 退職給付債務 年金資産の評価額 

退職一時金制度 43,000千円 ──  

企業 年金制度 65,000千円 63,500千円 

 

 

【資料５】決算整理後残高試算表（一部） 

 決算整理後残高試算表（一部） （単位：千円） 

 退 職 給 付 費 用   ①     退 職 給 付 引 当 金   ②    
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